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魅力ある市立高校づくり推進計画（案）を変更

若宮商業、高等特別支援学校と併設で存続へ
名古屋市教育委員会は5月10日教育子ども委員

会で、市立若宮商業高校の閉校計画を見直し、高

等特別支援学校と併設して存続させる方針を説明

しました。

撤回させたのは市民の力
商業科ニーズの低下や少子化を理由に、市教委

が閉校案を発表したのは昨年8月です。当事者へ

の相談もなく作られた計画に、若宮商業の生徒・

教師・OBなどからは存続を求める声が続出。市民

の声を元に、閉校計画撤廃を求めた党市議団青木

ともこ議員の質問はTVでも放映され世論を大きく

喚起しました。「若宮を守る会」は半年で5万筆

近くの存続署名を集め、河村市長に提出していま

す。

当事者の声を受け、教育委員会が12月に開いた

有識者会議でも、志望率の高さ、地域での役割な

どを理由に閉校を疑問視する意見が相次ぎました。

今回の市の方向転換はこうした市民の声に押さ

れたものです。

市立高校14校すべての維持を
青木議員は「若宮閉校を受け、説明会の参加者

からは『閉校は学校のリストラではないか』との

声があがった。若宮だけでなく14の市立高校すべ

ての維持が必要」とした上で、「教育の価値は

『ニーズ』や維持管理費など市場原理だけでは測

れない。現場の声を聞き、多様な生徒の学びを保

証してほしい」と求めると、当局は「教育は財政

だけで考えられるものではない」と答えました。

少子化というなら少人数学級を
さいとう愛子議員は「少子化と言うが、愛知県

では高校に入れない生徒は依然多い。高校を減ら

すのではなく、高校に行く人の割合を増やすよう

努力すべき」と指摘。青木議員も「生徒が減って

いるなら、学校や学級数の減ではなく学級定員の

減で対応すべき」と求めました。

計画期間は10年
若宮存続方針を含む、市立高校づくり推進計画

案の期間は10年。市は期間以降は不確定としてお

り注視が必要です。

5月10日 教育子ども委員会（青木ともこ議員、さいとう愛子議員）
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